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第64回定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

第64回
［平成29年４月１日から平成30年３月31日まで］

 　　　・連結計算書類の連結注記表

　　　 ・計算書類の個別注記表

 会計監査人及び監査役の監査を受けた本開示書類は、法令及び当社

 定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

 （http://www.uex-ltd.co.jp/)に掲載することにより、株主の皆様

 にご提供するものであります。

表紙
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連結注記表

［連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］

１．連結の範囲に関する事項

　子会社は全て連結しております。

　当該連結子会社は上野エンジニアリング株式会社、ステンレス急送株式会社、株式会社ＵＥＸ管材、日進ス

テンレス株式会社、株式会社大崎製作所、上海威克斯不銹鋼有限公司の６社であります。

２．持分法の適用に関する事項

関連会社は全て持分法を適用しております。

当該持分法適用関連会社は、株式会社ナカタニの１社であります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、以下に記載する子会社を除き連結決算日と一致しております。

上海威克斯不銹鋼有限公司の決算日は、12月31日であります。

なお、連結計算書類を作成するに当たっては、同日現在の計算書類を使用し連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

…… 移動平均法による原価法

（ロ）たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品、製品…………月別移動平均法

仕掛品、原材料……月別移動平均法

貯蔵品……………… 終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産

①有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっております。

（ロ）無形固定資産

無形固定資産は、定額法を採用しております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

－ 1 －
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（３）重要な引当金の計上基準

（イ）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に属する額を計上してお

ります。

（４）重要なヘッジ会計の方法

（イ）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処理を採用しております。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等

については、振当処理を行っております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段

金利スワップ

為替予約

②ヘッジ対象

借入金の利息

外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

（ハ）ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を、また、外貨建取引の為替相場の変動リ

スクを回避する目的で為替予約取引を行っており、ヘッジ対象の認識は個別契約ごとに行っております。

（ニ）ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので有効性の評価を省略しております。

また、為替予約については、取引時に重要な条件の同一性を確認しているため、有効性の評価を省略し

ております。

（ホ）その他リスク管理方法のうち、ヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引は、「デリバティブ等取引及びヘッジ会計処理に関する管理規程」及び「職務権限規

程」等により、厳格に取引を執行管理しております。

また、内部牽制組織としては、デリバティブ取引に係る契約締結業務は経理部財務チームが担当し、デ

リバティブ取引の契約状況及び運用状況については経理部経理チームが管理し、半年ごとに取締役会に報

告しております。

（５）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

（イ）退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

（ロ）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税については、税抜方式を採用しております。
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[表示方法の変更に関する注記]

　前連結会計年度まで流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金

額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は1,017,737千円であります。

[連結貸借対照表に関する注記]

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

受取手形及び売掛金

商品及び製品

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

その他（有形固定資産）

投資有価証券

202,535千円

2,000,000

714,594

190,079

5,236,667

2,199

487,206

　　合計 8,833,279

（２）担保に係る債務

支払手形及び買掛金

電子記録債務

短期借入金

１年内償還予定の社債

長期借入金

1,197,428千円

1,093,345

2,606,000

300,000

338,000

　　合計 5,534,773

２. 有形固定資産の減価償却累計額 5,414,640千円

３．受取手形割引高

４．受取手形裏書譲渡高

５．輸出手形割引高

６．流動化による手形債権買戻し義務額

452,749千円

191,848千円

281,038千円

114,049千円

７．土地の再評価に関する法律の適用

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑定士

による鑑定評価額により算出しております。

　再評価を行った土地の期末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額の合計額を下回っている金額

1,854,782千円

－ 3 －
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８．　期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、期末残高に含まれて

おります。

受取手形 422,400千円

電子記録債権 207,625

支払手形 769,096

電子記録債務 1,207,963

[連結損益計算書に関する注記]

　売上原価に含まれるたな卸資産の簿価切下げ額 13,371千円

[連結株主資本等変動計算書に関する注記]

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 12,000,000株

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決 　 　 議
株 式 の
種 類

配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成 2 9 年６月 2 1 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 110,196 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月22日

平成 2 9 年 1 1 月２日
取 締 役 会

普通株式 44,078 4.00 平成29年９月30日 平成29年12月５日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 　 　 議
株 式 の
種 類

配 当 の 原 資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成 3 0 年６月 2 1 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利 益 剰 余 金 297,526 27.00 平成30年３月31日 平成30年６月22日

－ 4 －
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[金融商品に関する注記]

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社企業集団は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機

関からの借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金ならびに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、当社企業集団の「信用管理規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、

リスク低減を図っております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業

の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金ならびに電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日です。

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債及び長期借入金（原則として５年以内）は主に設

備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、このうち

長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ご

とにデリバティブ取引（金利スワップ）をヘッジ手段として利用しております。

ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定を

もって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリ

バティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っており

ます。

また、営業債務、社債及び借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社企業集団では、各社が月次

に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金

額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

－ 5 －
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成30年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

（（注２）参照）。

（単位：千円）

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （ ※ 1 ）

時 価 （ ※ 1 ） 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 2,696,258 2,696,258 ―

(2) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 13,291,053 13,291,053 ―

(3) 電 子 記 録 債 権 2,108,999 2,108,999 ―

(4) 投 資 有 価 証 券 1,528,471 1,528,471 ―

(5) 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 (10,074,957) (10,074,957) ―

(6) 電 子 記 録 債 務 (7,116,538) (7,116,538) ―

(7) 短 期 借 入 金 (3,293,318) (3,293,318) ―

(8) １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 (300,000) (300,000) ―

(9) 長 期 借 入 金 (481,804) (477,066) 4,738

(10) デ リ バ テ ィ ブ 取 引  （ ※ 2 ） 293 293 ―

 (※1) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 (※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は、純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、ならびに(3)電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 支払手形及び買掛金、(6)電子記録債務、(7)短期借入金、ならびに（8）１年内償還予定の社債

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(9) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算出する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており

（下記(10)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

－ 6 －
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(10) デリバティブ取引

①　ヘッジ会計が適用されていないもの

　該当するものはありません。

②　ヘッジ会計が適用されているもの

　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額は、以下のとお

りです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の
種類等

主なヘッジ対象 契約額等 うち1年超 時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
　買建
    米ドル
    ユーロ

外貨建予定取引
57,515
14,995

―
―

(34)
327

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
   支払固定・
   受取変動

長期借入金 324,000 168,000 (※)

合　　　　計 396,510 168,000 293

※　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(9)参照）。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 447,870

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券」

には含めておりません。

[賃貸等不動産に関する注記]

総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

[１株当たり情報に関する注記]

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

1,047円44銭

100円06銭

[重要な後発事象に関する注記]

該当事項はありません。

－ 7 －
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個別注記表

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式･･･････移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの･････････････････決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの･････････････････移動平均法による原価法

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品･･･････････月別移動平均法

貯蔵品･････････ 終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

有形固定資産は、定率法を採用しております。

        ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に

      取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（２）無形固定資産

無形固定資産は、定額法を採用しております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に属する額を計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

－ 8 －
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４．重要なヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法

      原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

    ておりますので、特例処理を採用しております。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等につ

    いては、振当処理を行っております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段

金利スワップ

為替予約

②ヘッジ対象

借入金の利息

外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

（３）ヘッジ方針

      借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を、また、外貨建取引の為替相場の変動リス

    クを回避する目的で為替予約取引を行っており、ヘッジ対象の認識は個別契約ごとに行っております。

（４）ヘッジの有効性評価の方法

　　  金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので有効性の評価を省略しております。

    また、為替予約については、取引時に重要な条件の同一性を確認しているため、有効性の評価を省略してお

    ります。

（５）その他リスク管理方法のうち、ヘッジ会計に係るもの

      デリバティブ取引は、「デリバティブ等取引及びヘッジ会計処理に関する管理規程」及び「職務権限規

    程」等により、厳格に取引を執行管理しております。

      また、内部牽制組織としては、デリバティブ取引に係る契約締結業務は経理部財務チームが担当し、デリ

    バティブ取引の契約状況及び運用状況については経理部経理チームが管理し、半年ごとに取締役会に報告し

    ております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）退職給付に係る会計処理

　　　  退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類にお

      けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（２）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税については、税抜方式を採用しております。

[表示方法の変更に関する注記]

　前事業年度まで流動資産の「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金額的重要性が増

したため、当事業年度より区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「電子記録債権」は、829,586千円であります。

－ 9 －
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[貸借対照表に関する注記]

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

受取手形 202,535千円

商品 2,000,000

建物 621,962

構築物 20,553

機械及び装置 190,079

工具器具及び備品 2,199

土地 5,126,011

投資有価証券 487,206

合計 8,650,545

（２）担保に係る債務

支払手形 551,662千円

電子記録債務 1,093,345

買掛金 645,766

短期借入金 2,546,000

１年内償還予定の社債 300,000

長期借入金 338,000

合計 5,474,773

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,490,820千円

３．保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

株式会社大崎製作所 60,000千円

上海威克斯不銹鋼有限公司 20,101

合計 80,101

４．受取手形割引高 452,749千円

５．輸出手形割引高 281,038千円

６．流動化による手形債権買戻し義務額 114,049千円

７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,421,992千円

短期金銭債務 124,686

長期金銭債務 2,867

－ 10 －
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８．土地の再評価に関する法律の適用

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

  土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑定士

による鑑定評価額により算出しております。

  再評価を行った土地の期末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額の合計額を下回っている金額

1,854,782千円

９．　期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。

　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、期末残高に含まれており

ます。

受取手形 422,400千円

電子記録債権 207,625

支払手形 769,096

電子記録債務 1,207,963

[損益計算書に関する注記]

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高

仕入高

支払運賃

営業取引以外の取引高

3,666,437千円

665,193

418,491

175,406

２．売上原価に含まれるたな卸資産の簿価切下げ額 13,371千円

[株主資本等変動計算書に関する注記]

　当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 980,535株

－ 11 －
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[税効果会計に関する注記]

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額

賞与引当金損金算入限度超過額

退職給付引当金損金算入限度超過額

会員権評価損

投資有価証券評価損

関係会社株式評価損

未払役員退職慰労金

土地再評価差額金

欠損金

その他

21,041千円

90,666

302,508

67,837

27,786

16,558

4,373

166,719

123,263

57,103

　繰延税金資産小計

評価性引当額

877,853

△324,190

　繰延税金資産合計 553,662

繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △90千円

その他有価証券評価差額金 △256,417

繰延税金負債合計 △256,507

繰延税金資産計上金額 297,155

－ 12 －
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[関連当事者との取引に関する注記]

１．子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又 は 氏 名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内容又は
職　　業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

(%)

関　　連
当 事 者
との関係

取引の
内　容

取引金額
(千円)

科　目
期末残高
(千円)

子会社
上野エンジニ
ア リ ン グ
株 式 会 社

東京都
品川区

60

一般産業
用機械装
置 の 設
計・製作

所有
直接90.0%

商品の販売 商品の販売 756,432
受取手形

売掛金

399,866

229,289

子会社
日進ステンレ
ス 株 式 会 社

神奈川県
川崎市

20

半導体装
置用ステ
ンレス鋼
管などの
販 売

所有
直接100.0%

商品の販売 商品の販売 1,916,460
受取手形

売掛金

58,162

370,740

(注)１　取引金額には消費税等が含まれておりませんが、債権の額には消費税等が含まれております。

２　取引条件ないし取引条件の決定方針

　商品の販売については、市場価格、総原価を勘案して交渉のうえ、価格を決定しております。

２．兄弟会社等

種類
会社等の
名 称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内容又は
職　　業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

(%)

関　　連
当 事 者
との関係

取引の
内　容

取引金額
(千円)

科　目
期末残高
(千円)

主要株
主（法
人）が議
決権の
過半数
を所有
してい
る会社

住商鋼管
株式会社

東京都
千代田区

843
鋼管・鋼材の
加工・販売

なし
商品の
購　入

商 品 の 購 入 3,737,006
電子記録
債務
買掛金

1,781,539

413,615

(注)１　取引金額には消費税等が含まれておりませんが、債務の額には消費税等が含まれております。

２　取引条件ないし取引条件の決定方針

　取引条件については、市場価格、総原価を勘案して価格交渉のうえ、一般的な取引条件と同様に決

定しております。

[１株当たり情報に関する注記]

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

972円81銭

84円42銭

[重要な後発事象に関する注記]

該当事項はありません。

－ 13 －
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